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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

（1）業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他株式会社の業務並びに当社及び子会社から成る企業集団の業務の適正

を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりでありま

す。

　当社及び子会社は、変化の激しいインターネット関連業界の環境に対応

し、事業機会を迅速かつ確実に捉えるために、効率的かつ機動的な経営を行

う体制作りを重視する。

　また、経営方針に基づく企業価値の向上に向けて、業務執行における迅速

かつ適正な意思決定と、より透明性の高い公正で効率的な経営管理体制の実

現をコーポレート・ガバナンスの目的と定める。

　当社及び子会社は“内部統制システム”を「適正なコーポレート・ガバナ

ンスを確保するための業務の健全性や効率性に関する内部チェックの仕組

み」と定義し、本決議に基づき、業務の適正を確保するために必要な体制の

更なる整備を目指すものとする。

① 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

イ. 当社は、定例の取締役会を原則として３ヶ月に１回開催している。な

お、取締役会の資料は、原則として日本語と英語を併記することによ

り、取締役会での報告及び議論が、適法並びに適切な職務の執行につな

がるよう努めている。

ロ. 監査役は取締役の業務の執行が法令、定款等に適合し、適切に行われ

ているかを監査する。

ハ. コンプライアンス委員会は、コンプライアンスに関する事項を審議

し、コンプライアンス体制の整備、充実を図る。

② 取締役職務の執行に係る情報の保存及び管理に対する体制

イ. 「業務分掌規程」や「職務権限規程」、「稟議規程」、「取締役会規

則」等の社内規程に基づき、取締役の職務執行に係る情報の保存及び管

理を図る。

ロ. 取締役の職務執行に係る情報の記録・管理や検索性の向上等を図り、

より適正な管理・運用方法・体制の改善に努める。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ. 当社は、代表取締役及び各部門の管理職者による会議を適宜開催し、

社内の意思疎通を図るとともに情報の共有化に努めており、当社の現状

確認や計画の進捗管理、ビジネス環境の分析等において、損失の危険の
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管理に向けて取り組んでいる。

ロ. 内部統制に係るリスクの評価やその改善においても、取締役会にて審

議並びに決議された結果に基づき、当該リスクの回避・低減等に努めて

いる。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　「業務分掌規程」や「職務権限規程」、並びに「組織規程」等により、

取締役から権限委譲を受ける際の業務執行における意思決定の範囲、決定

権者を明確化しており、また各種規程に定める業務手続により業務執行の

適正を確保している。

⑤ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

イ. グループCEO宣言として「コンプライアンス1st」を制定し、法令遵守

と何か別事象が衝突した場合は、法令遵守を最優先する体制に取り組ん

でいる。また、社内通報規程（ホットライン制度）の運用による違反の

拡大防止並びに再発防止に向けた体制整備に取り組んでいる。

ロ. コンプライアンス委員会からの提言、内部統制の全社的取組みを着実

に実行していくことにより、従業員による法令遵守の徹底並びに定款に

適合した体制の更なる構築の取組みに努めている。

⑥ 次に掲げる体制その他の当社及び子会社から成る企業集団における業務の

適正を確保するための体制

Ⅰ. 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体

制

イ. 毎週開催しているグループ戦略会議（電話会議／WEB会議）におい

て、子会社取締役は、子会社の業務執行内容について報告を実施する。

ロ. 企業集団に関する業務を、当社グループマネジメント部が担当し、適

正なグループ経営を目的とした「関係会社業務規程」の運用や内部統制

の取組みにより、企業集団の業務の適正の確保を図っている。

ハ. 内部監査室は、子会社の内部統制監査を実施することにより、業務の

適正性確保に努めている。

Ⅱ. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ. 毎週開催しているグループ戦略会議（電話会議/WEB会議）において、

子会社取締役は、子会社の損失の危険の可能性がある事項について報告

し、企業集団で情報の共有化及び検討を行い、企業集団の現状確認や計

画の進捗管理、ビジネス環境の分析等において、損失の危険の管理に向

けて取り組んでいる。
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ロ. 内部統制に係るリスクの評価やその改善においても、当社取締役会に

て審議並びに決議された結果を子会社に通知し、当該リスクの回避・低

減等に努めている。

Ⅲ. 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するた

めの体制

イ. 子会社においても、業務の決定及び執行について相互監視が適切にな

されるよう、取締役会と監査役を設置している。

ロ. 「関係会社規程」及び子会社が定める各種規程に基づき、当社が子会

社の業務執行の管理・指導を行っている。

Ⅳ. 子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する

ことを確保するための体制

イ. グループCEO宣言として「コンプライアンス1st」を制定し、法令遵守

と何か別事象が衝突した場合は、法令遵守を最優先する体制に取り組ん

でいる。また、企業集団で社内通報規程（ホットライン制度）の運用に

よる違反の拡大防止並びに再発防止に向けた体制整備に取り組んでい

る。

ロ. 当社のコンプライアンス委員会からの提言、内部統制の全社的取組み

を着実に実行していくことにより、子会社の使用人による法令遵守の徹

底並びに定款に適合した体制の更なる構築の取組みに努めている。

⑦ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する事項

　監査役がその職務を補助すべき使用人が必要であると判断した場合に

は、監査役に使用人を配置する。その具体的な内容については、監査役の

意見を聴取し、関係部門との意見調整も十分考慮して決定する。

⑧ 前号の使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性

の確保に関する事項

　当該使用人は、監査役の指揮命令の下に監査役の職務を補助するものと

し、その人事異動、人事評価は常勤監査役の事前の同意を得たうえで、こ

れを行う。

⑨ 次に掲げる体制その他の当会社の監査役への報告に関する体制

Ⅰ. 当社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制

イ. 監査役は、必要に応じて報告及び情報の提供を求めることができる。

ロ. 取締役は、取締役会、その他監査役の求めに応じて、随時、業務執行

の監督の状況、及び業務の執行状況を適宜に常勤監査役に対し報告す

る。
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Ⅱ. 子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた

者が当社の監査役に報告するための体制

イ. 当社の監査役は、必要に応じて子会社の取締役、監査役及び使用人に

対し、報告及び情報の提供を求めることができる。

ロ. 子会社の取締役、監査役及び使用人は、当社の取締役会その他監査役

の求めに応じて、随時、業務執行の監督の状況及び業務の執行状況を適

宜に直接又は企業集団を担当する業務部門を通じて、当社常勤監査役に

対し報告する。

⑩ 監査役へ報告した者が当該報告をしたことを理由に不利な取扱いを受けな

いことを確保するための体制

　当社及び企業集団では、社内通報規程（ホットライン制度）により、報

告者への報復行為や差別行為を禁じ、報告者が不利な取扱いを受けないよ

う保護する。

⑪ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当

該職務の執行について生ずる費用又は償還の処理に係る方針に関する体制

　監査役は、職務の執行上必要と認める費用について、実費を当社が支払

を行うか、監査役が支出した費用は当社に請求できるものとする。

⑫ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ. 監査役３名のうち２名が社外監査役であり、取締役会に出席し、かつ

必要がある場合には意見を述べる。

ロ. 監査役は、必要に応じて企業集団各社の重要情報の閲覧を行い、ま

た、必要に応じて企業集団各社の取締役及び重要な使用人から個別の聴

取をする。

ハ. 取締役は、重大な法令違反、定款違反、社内規程違反、その他企業集

団に著しい損害を与える恐れのある事実を知ったときは、速やかに監査

役に報告し、また監査役は、必要に応じて取締役に対し報告・説明を求

める。

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであり

ます。

①コンプライアンスに対する取組み

　グループCEO宣言として「コンプライアンス1st」を制定し周知を行うこと

で、法令遵守と何か別事象が衝突した場合は、法令遵守を最優先する体制に

取り組んでおります。社内通報規程（ホットライン制度）の運用及び内部統

制の全社的取組みを着実に実行していくことにより、従業員による法令遵守

の徹底並びに定款に適合した体制の構築の取組みに努めてまいりました。
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②グループ戦略会議の開催

　グループ各社の代表取締役を中心とした、グループ戦略会議を年間35回開

催し、グループ各社の業務執行内容、リスクの報告を行うことにより、グル

ープ全体で情報の共有及び検討を行い、企業集団の現状確認や計画の進捗管

理、ビジネス環境の分析等を通じ、リスクの管理に向けた取組みを行いまし

た。

③職務執行の適正及び効率性の確保に対する取組み

　取締役会を11回開催し、法令または定款に定められた事項や当社及び子会

社に関する重要事項を決定するとともに、取締役の職務執行に関する報告を

受けました。なお、独立性を保持した社外監査役は取締役会に出席し、取締

役の業務の執行が法令、定款等に適合し、適切に行われていることを監督し

ております。

④監査役の職務の執行について

　監査役は、監査計画に基づき監査を実施するとともに、監査役会を11回開

催し、必要に応じて代表取締役、取締役等と監査内容についての意見交換を

実施しました。また、監査役は会計監査人から定期的に報告を受けるととも

に、経営上の重要事項についての意見交換を実施しております。
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(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

（単位：千円）

株　　　　　主　　　　　　資　　　　　　本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 株 主 資 本 合 計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 3,531,085 2,176,690 △5,025,218 682,557

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

親会社株主に帰属する当期

純 損 失
△186,142 △186,142

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

( 純 額 )

－

当連結会計年度変動額合計 － － △186,142 △186,142

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 3,531,085 2,176,690 △5,211,361 496,414

その他の包括利益累計額

新 株

予 約 権

非支配株主

持 分

純 資 産

合 計
そ の 他 有

価 証 券 評

価 差 額 金

為 替 換 算

調 整 勘 定

そ の 他 の

包 括 利 益

累計額合計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 277 △495,419 △495,142 112,148 4,246 303,810

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

親会社株主に帰属する当期

純 損 失
－ △186,142

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

( 純 額 )

△84 △30,373 △30,458 △2,120 353,351 320,771

当連結会計年度変動額合計 △84 △30,373 △30,458 △2,120 353,351 134,629

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 192 △525,793 △525,600 110,027 357,597 438,439

連結株主資本等変動計算書

（記載金額は、千円未満を切り捨てて記載しております。）
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連結注記表

１．継続企業の前提に関する注記
　当社及び連結子会社（以下、「当社グループ」という。）は、前連結会計年度において営

業利益26,265千円を計上したものの、親会社株主に帰属する当期純損失131,087千円を計上

しております。また、当連結会計年度において売上高が前連結会計年度に比べて39.0％減少

し600,958千円となり、営業損失297,865千円及び親会社株主に帰属する当期純損失186,142

千円を計上しております。現在の低迷した売上状況が継続すれば営業損失が継続し資金繰り

に懸念が生じる可能性があります。当該状況等により継続企業の前提に重要な疑義を生じさ

せるような事象又は状況が存在しております。

　当社グループは、当該状況を早期に解消又は改善すべく、以下の対応策を実施してまいり

ます。

　まず、スマートフォンアプリ事業において、連結子会社Gala Lab Corp.が開発したスマー

トフォンゲームアプリ「Rappelz（ラペルズモバイル）」について、主にゲームのクオリテ

ィの向上や機能強化のために開発期間が長期化し、リリースが遅延したものの、2021年10月

にアメリカ・カナダでのサービス提供を開始いたしました。現在、「Rappelz（ラペルズモ

バイル）」にブロックチェーン技術を組み合わせてNFTゲーム/ブロックチェーンゲームとし

てグローバルエリアにおけるリリースに向けて準備を進めております。NFTゲーム/ブロック

チェーンゲームは、ゲーム内のアイテム等が暗号資産基盤技術であるブロックチェーンによ

り「NFT化」され、ユーザーがゲーム内で得たアイテム等を暗号資産に変えて取引所等で売

買が可能となります。これにより、ゲームの魅力をより高め、スマートフォンアプリ事業の

収益化に向けて注力してまいります。サービス開始予定は、アメリカでの再リリースが2023

年３月期第２四半期、EU、韓国が2023年３月期第３四半期を予定しております。

　　次に、オンラインゲーム事業において、「Flyff Online（フリフオンライン）」及び

「Rappelz Online（ラペルズオンライン）」については他社プラットフォームでプレイが可

能となるチャネリング展開を進めております。また、「Flyff Online（フリフオンライ

ン）」をベースに、ダウンロード不要でPC及びスマートフォンでのプレイが可能なHTML5ゲ

ームの要素とブロックチェーン技術によるNFTゲーム/ブロックチェーンゲームの要素を組み

合わせた「Flyff Universe（フリフユニバース）」のリリースを予定しております。さら

に、メタバースプロジェクトとしてブロックチェーンベースのメタバースプラットフォーム

内で提供するゲーム「Flyff World for Metaverse」及び「Rappelz World for Metaverse」

の早期開発を目指します。これらにより、ゲームの提供先を増やし、オンラインゲーム事業

の安定的な収益化に向けて注力してまいります。

　続いて、ゲーム事業以外の新たな収益基盤を構築するため、ブロックチェーン関連事業、

クラウド関連事業及びツリーハウスリゾート事業を新規事業として進めてまいります。

　ブロックチェーン関連事業は、ブロックチェーンベースのメタバースプラットフォーム

（メタバースの三次元仮想空間）において、様々なコミュニティやゲーム等のコンテンツを

提供してまいります。クラウド関連事業は、2019年５月に業務提携した韓国のクラウド事業

会社Megazone Cloud Corporationの日本展開に関して日本国内の営業サポート業務、運営サ

ポート業務、採用及び人事管理サポート業務、イベントサポート業務を行ってまいります。

また、ツリーハウスリゾート事業は、連結子会社㈱ツリーフルが沖縄県名護市で行っている

ツリーハウス及び地上の建築物であるエアロハウスを１つのセットにして宿泊者に提供する

事業であり、今後、ツリーハウス及びエアロハウスの追加建設により宿泊施設を増やしてま

いります。これらにより新たな収益基盤の確保に注力してまいります。

　資金繰りにつきましては、2022年５月13日開催の当社取締役会において、第三者割当によ

る新株式の発行及び第７回新株予約権の発行を決議いたしました。当該第三者割当による新
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市場価格のない株式等

以外のもの

時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

株式の発行により180,025千円、第７回新株予約権の行使により550,012千円を調達する予定

であります。

　以上の施策を実施するとともに、今後も引続き有効と考えられる施策については、積極的

に実施してまいります。

　しかしながら、これらの改善策を実施してもなお、今後の売上高及び利益の回復は、ゲー

ム事業の開発の進捗状況、新規事業の進捗状況、市場環境の変化等に左右されること、ま

た、新株予約権による調達について行使が確約されているものではないことから、現時点で

は継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

　なお、当社グループの連結計算書類は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前

提に関する重要な不確実性の影響を連結計算書類に反映しておりません。

２．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の状況

　・連結子会社の数　５社

　・連結子会社の名称

㈱ガーラジャパン

Gala Lab Corp.

Gala Mix Inc.

㈱ツリーフル

Gala Innovative Inc.

　・連結の範囲の変更

当連結会計年度において、㈱ツリーフルの株式を取得し子会社化したことによ

り、同社を連結の範囲に含めております。

② 非連結子会社の状況

　該当ありません。

(2) 持分法の適用に関する事項

① 持分法適用の非連結子会社

　該当ありません。

② 持分法を適用しない非連結子会社の名称等

　該当ありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、㈱ツリーフルの決算日は12月31日であります。

連結計算書類の作成にあたっては、当該連結子会社については、連結決算日現在で実施し

た仮決算に基づく計算書類を使用しております。その他の連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
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原材料・商品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下による簿価切下げの方法により算定）

活発な市場があるもの 時価法（売却原価は移動平均法により算定）

活発な市場がないもの 移動平均法による原価法

有形固定資産 定率法

但し、1998年４月１日以降取得の建物（建物附属設

備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建

物附属設備及び構築物、及び一部の在外連結子会社

については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　15～17年

機械装置及び運搬具　　　14年

工具、器具及び備品　４～７年

無形固定資産 定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内に

おける利用可能期間（３～５年）に基づく定額法に

より償却しております。

貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額の

うち当連結会計年度に負担すべき額を計上しており

ます。

ロ．棚卸資産

ハ．暗号資産

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

③ のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、８年間の定額法により償却を行っております。

④ 重要な引当金の計上基準

⑤ 収益及び費用の計上基準

　当社グループは、以下の５つのステップに基づき、収益を認識しております。

　ステップ１：顧客との契約を識別する

　ステップ２：契約における履行義務を識別する

　ステップ３：取引価格を算定する

　ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する

　ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する

　当社グループと顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務

の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のと

おりであります。

イ．オンラインゲーム事業におけるユーザー売上

　オンラインゲーム事業において、当社グループは、ユーザーに対してゲーム内通貨の
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購入の対価として、ゲーム内有償コンテンツを使用するためのライセンスを供与するこ

とを履行義務として識別しており、ユーザーがゲーム内通貨によりゲーム内有償コンテ

ンツを購入した時点で収益を認識しております。

ロ．スマートフォンアプリ事業におけるユーザー売上

　スマートフォンアプリ事業において、当社グループは、ユーザーに対してゲーム内有

償コンテンツ又はゲーム内通貨の購入の対価として、ゲーム内有償コンテンツ又はゲー

ム内通貨を使用するためのライセンスを供与することを履行義務として識別しており、

ユーザーがゲーム内有償コンテンツ又はゲーム内通貨を購入した時点で収益を認識して

おります。

ハ．オンラインゲーム事業及びスマートフォンアプリ事業におけるライセンス売上

　オンラインゲーム事業及びスマートフォンアプリ事業において、当社グループは、ラ

イセンスを移転する約束の対価として、ゲーム提供会社である顧客にパブリッシング権

（ライセンス）を供与することを履行義務として識別しており、ライセンスを移転する

約束は、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、ライセンス料は、契約期

間で按分して収益を認識しております。

ニ．オンラインゲーム事業及びスマートフォンアプリ事業におけるロイヤルティ売上

　オンラインゲーム事業及びスマートフォンアプリ事業において、当社グループは、ロ

イヤルティ（最低保証料を含む）に係る約束の対価として、ゲーム提供会社である顧客

にパブリッシング権（ライセンス）を供与することを履行義務として識別して、ロイヤ

ルティ（最低保証料を含む）は、ロイヤルティの計算基礎となる顧客の売上高に基づい

て収益を認識しております。

⑥ 退職給付に係る会計処理の方法

　一部の連結子会社は、従業員の退職給付に備えるため､当連結会計年度末における退職

給付債務の見込額に基づき計上しております。

イ．退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属

させる方法については、給付算定式基準によっております。

ロ．数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時に一括費用処理しておりま

す。

⑦ 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、在外連結子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は

純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めております。

⑧ 連結納税制度の適用

　当社及び国内子会社１社は連結納税制度を適用しております。

⑨ 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

　当社及び一部の国内連結子会社は、翌連結会計年度から、連結納税制度からグループ通

算制度へ移行することとなります。ただし、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和

２年法律第８号)において創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度へ

の移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度から
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グループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39

号  2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第28号  2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資

産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。

　なお、翌連結会計年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及

び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度

を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号  2021年８月

12日）を適用する予定であります。

３．会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会

計基準」という。）等を、当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配

が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認

識することといたしました。ただし、収益認識会計基準等の適用対象である取引は、一時点で

収益を認識するもの及び一定の期間にわたり収益を認識するものであるため、従前の収益認識

の方法から変更はなく、収益認識会計基準等の適用による当連結会計年度の連結計算書類に与

える影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下、「時価算

定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及

び、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-2項に定め

る経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって

適用することといたしました。

　これによる、連結計算書類に与える影響はありません。

　また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関

する事項等の注記を行っております。
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（単位：千円）

当連結会計年度

有形固定資産 243,969

無形固定資産 119,198

減損損失 424

有形固定資産の減価償却累計額 27,506千円

(1) 発行済株式の総数 普通株式　19,060,800株

普通株式　 5,113,100株

４．会計上の見積りに関する注記
有形固定資産及び無形固定資産の回収可能性の評価

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

　当連結会計年度において、収益性の見込めない管理業務に係る工具、器具及び備品の帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失を計上しております。回収可能価額は使用価

値を零として算定しております。

② 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

　回収可能価額の見積りは、事業計画を基礎とした将来キャッシュ・フローにより見積り

を行っております。事業計画は、過去の実績、市場及び産業データ、現在及び見込まれる

経済状況を考慮しておりますが、これらは当社グループが入手可能な情報に基づいた一定

の仮定と経営者の判断を伴うものであります。

③ 当連結会計年度の翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

　将来の市場環境等の変化により、将来キャッシュ・フローの見積りの基礎としている事

業計画の前提条件や仮定に変更が生じ減損損失を認識した場合、翌連結会計年度の連結計

算書類において有形固定資産及び無形固定資産の金額に重要な影響を及ぼす可能性があり

ます。

５．連結貸借対照表に関する注記

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(2) 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを
除く。）の目的となる株式の種類及び数
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連結貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1)暗号資産 126,205 126,205  －

(2)投資有価証券 279 279  －

(3)敷金及び保証金 10,271 10,176 △95

(4)長期借入金 48,000 47,719 △280

７．金融商品に関する注記
(1)金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、運転資金等の必要な資金を主に新株発行により調達しております。資

金運用については預金等に限定しております。また、暗号資産は、事業遂行上の必要に応

じて取得・保有しております。売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理方針に沿って

リスク低減を図っております。

② 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金は、顧客等の信用リスクに晒されております。投資有価証券は主

として株式であり、暗号資産は主として活発な市場がある暗号資産であります。投資有価

証券及び暗号資産は、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である買掛金、未払金は、そのほとんどが短期間の支払期日であります。

　長期借入金は、主に運転資金又は設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり

ます。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスク

　当社は債権管理方針に従い、営業債権について、管理部門が主要な取引先の状況を定

期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等

の悪化等による回収懸念の把握や軽減を図っております。

ロ．市場リスクの管理

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、保有状況を

継続的に把握しております。暗号資産については、定期的に時価を把握し、保有状況を

継続的に把握しております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク

　当社は、連結子会社からの報告に基づき、各社が適時に資金繰計画を作成・更新する

とともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

(2)金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（注）現金は記載を省略しており、預金、売掛金、未収入金、買掛金、未払金及び未払法人
税等は短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似するものであることから、記
載を省略しております。
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

暗号資産 126,205 － － 126,205

投資有価証券

その他有価証券 279 － － 279

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金及び保証金 － 10,176 － 10,176

長期借入金 － 47,719 － 47,719

(3)金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下

の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成

される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により

算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以

外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時

価を分類しております。

①時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

②時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

暗号資産

　暗号資産は相場価格を用いて評価しております。当該暗号資産は活発な市場で取引さ

れているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されて

いるため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

敷金及び保証金

　合理的に見積った将来キャッシュ・フローを国債の利回りで割り引いた現在価値に信

用リスクを加味して算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金

　長期借入金の時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利

率で割り引いて算定する方法によっており、レベル２の時価に分類しております。
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（単位：千円）

日本 韓国 合計

オンラインゲーム事業 － 371,970 371,970

スマートフォンアプリ事業 14,261 98,825 113,086

その他事業 41,190 74,711 115,901

顧客との収益から生じる収益 55,451 545,507 600,958

外部顧客の売上高 55,451 545,507 600,958

８．収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

① オンラインゲーム事業

　オンラインゲーム事業において、当社グループは、ユーザーに対してゲーム内通貨の購

入の対価として、ゲーム内有償コンテンツを使用するためのライセンスを供与することを

履行義務として識別しており、ユーザーがゲーム内通貨によりゲーム内有償コンテンツを

購入した時点で収益を認識しております。これは、ユーザーがゲーム内有償コンテンツを

購入した時点で当社グループはユーザーに対してゲーム内有償コンテンツを使用するため

のライセンスを供与することにより、履行義務が充足されるためであります。約束された

対価は入金時に前受金として計上し、履行義務の充足時点で売上高に振り替えておりま

す。

　当社グループは、ライセンスを移転する約束の対価として、ゲーム提供会社である顧客

にパブリッシング権（ライセンス）を供与することを履行義務として識別しており、ライ

センスを移転する約束は、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、ライセン

ス料は、契約期間で按分して収益を認識しております。これは、当該約束の性質は、ライ

センス契約期間を通じて当社グループが適宜ゲームのバージョンアップ等を行うことによ

り知的財産へのアクセス権を最新の状態で顧客に提供することであり、ライセンスを移転

する約束は、一定の期間（契約期間）にわたり充足される履行義務であると判断したため

であります。

　また、当社グループは、ロイヤルティ（最低保証料を含む）に係る約束の対価として、

ゲーム提供会社である顧客にパブリッシング権（ライセンス）を供与することを履行義務

として識別しており、ロイヤルティ（最低保証料を含む）は、ロイヤルティの計算基礎と

なる顧客の売上高に基づいて収益を認識しております。これは、ロイヤルティ（最低保証

料を含む）は、パブリッシング権の対価であり、知的財産のライセンス供与に対して受け

取る売上高に基づくロイヤルティが知的財産のライセンスのみに関連しており、履行義務

の完全な充足に向けての進捗度を適切に描写する方法として、ロイヤルティの計算基礎と

なる顧客の売上高による方法が適切であると判断したためであります。

　なお、取引の対価は契約時又は契約から１年以内に受領しており、重要な金融要素は含

まれておりません。
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（単位：千円）

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 49,403

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 63,524

契約負債（期首残高） 409,264

契約負債（期末残高） 234,262

② スマートフォンアプリ事業

　スマートフォンアプリ事業において、当社グループは、ユーザーに対してゲーム内有償

コンテンツ又はゲーム内通貨の購入の対価として、ゲーム内有償コンテンツ又はゲーム内

通貨を使用するためのライセンスを供与することを履行義務として識別しており、ユーザ

ーがゲーム内有償コンテンツ又はゲーム内通貨を購入した時点で収益を認識しておりま

す。これは、ユーザーがゲーム内有償コンテンツ又はゲーム内通貨を購入した時点で当社

グループはユーザーに対してライセンス（購入の対価としてのプログラムを使用できる権

利）を供与することにより履行義務が充足されるためであります。

　当社グループは、ライセンスを移転する約束の対価については、オンラインゲーム事業

と同様の考え方により一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、ライセンス料

は、契約期間で按分して収益を認識しております。

　また、当社グループは、ロイヤルティ（最低保証料を含む）に係る約束の対価について

は、オンラインゲーム事業と同様の考え方によりロイヤルティの計算基礎となる顧客の売

上高に基づいて収益を認識しております。

　なお、上記対価の金額に重要な金融要素は含まれておりません。

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

① 顧客との契約から生じた債権及び契約負債の残高等

　顧客との契約から生じた債権及び契約負債の期首残高及び期末残高は、以下のとおりで

あります。

　連結計算書類上、顧客との契約から生じた債権は「売掛金」として計上しております。

「売掛金」は、主に、スマートフォンアプリ事業においてユーザーからゲーム内通貨の購

入の対価として受領した法的な請求権であります。

　連結計算書類上、契約負債は「前受金」、「前受収益」及び「長期前受収益」として計

上しております。「前受金」は、主に、パブリッシング権（ライセンス）の供与の対価と

して受領したロイヤルティの最低保証料（ミニマムギャランティー）のうち期末時点にお

いて履行義務を充足していない残高及びオンラインゲーム事業における、ユーザーによる

ゲーム内通貨の購入の対価のうち期末時点において履行義務を充足していない残高であり

ます。また、「前受収益」及び「長期前受収益」は、主に、パブリッシング権（ライセン

ス）の供与の対価として受領したライセンス料のうち、契約期間の未経過部分に対応する

残高であります。

　当連結会計年度において認識した収益のうち、期首の契約負債残高に含まれていたもの

は、200,985千円であります。但し、オンラインゲーム事業においてユーザーに対する履行

義務が充足され当連結会計年度において認識した収益について、期首時点での前受金から

売上高に計上されたものと当連結会計年度に発生して売上高に計上されたものとを分解す

ることが困難であるため、当該期首時点での前受金から売上高に計上された金額は含めて
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（単位：千円）

当連結会計年度

１年以内 34,621

１年超２年以内 －

２年超３年以内 －

３年超 199,641

合計 234,262

(1) １株当たり純資産額 △1円53銭

(2) １株当たり当期純損失（△） △9円77銭

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △186,142千円

普通株主に帰属しない金額 －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純損失（△） △186,142千円

普通株式の期中平均株式数 19,060,800株

おりません。

　また、当連結会計年度において、契約負債が175,001千円減少した主な理由は、契約期間

の経過により前受収益を売上高に振り替えたこと、及び、一部のライセンス契約が終了し

たことにより長期前受収益を売上高に振り替えたためであります。

② 残存履行義務に配分した取引価格

　残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のと

おりであります。

９．１株当たり情報に関する注記

　１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
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(1）発行新株式の種類及び数 当社普通株式 978,400株

(2）発行新株式の払込金額 １株につき 184円

(3）払込金額の総額 180,025千円

(4）払込期日 2022年５月30日

(5）増加する資本金及び資本準備

金に関する事項

増加する資本金の額 90,012千円

増加する資本準備金の額 90,012千円

(6）割当先及び割当株式数 Megazone Cloud Corporation 489,200株

菊川　曉 489,200株

(7）資金使途 Metaverseプロジェクトコンテンツ開発活動費用に充

当する予定であります。

(1）新株予約権の名称 株式会社ガーラ第７回新株予約権

(2）新株予約権の総数 29,892個（本新株予約権１個につき 100株）

(3）新株予約権の目的となる株式

の種類及び数

当社普通株式 2,989,200株

(4）発行価額 新株予約権１個当たり 175円

(5）発行価額の総額 5,231千円

(6）行使価額 １株当たり 184円

(7）新株予約権の行使に際して出

資される財産の価額の総額

550,012千円

(8）行使期間 2022年５月30日から

2024年５月29日まで

(9）募集又は割当の方法 第三者割当の方法による

(10）割当先及び割当新株予約権数 Megazone Cloud Corporation 14,946個

菊川　曉 14,946個

(11）割当日及び払込期日 2022年５月30日

(12）資金使途 NFTゲーム/ブロックチェーンゲーム「Flyff 

Universe（フリフユニバース）」のマーケティング

活動費用及び人件費等の運営費用に充当する予定で

あります。

10．重要な後発事象に関する注記
　当社は2022年５月13日開催の当社取締役会において、下記の通り、第三者割当による新株

式の発行及び第７回新株予約権の発行を決議いたしました。概要は以下のとおりでありま

す。

１．第三者割当による新株式の発行の概要

２.第７回新株予約権の発行の概要
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11．その他の注記
（新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う会計上の見積りについて）

　固定資産の減損や繰延税金資産の回収可能性等の判定・評価にあたり、当社グループのオ

ンラインゲーム事業、スマートフォンアプリ事業及びツリーハウスリゾート事業における新

型コロナウイルスの感染拡大に伴う影響については、依然として不確実性が高く、将来事業

計画等の見積数値に反映させることが難しい要素がありますが、新型コロナウイルスの感染

拡大に伴う影響が少なくとも2023年３月まで続くものと仮定し、期末時点で入手可能な情報

に基づき会計上の見積りを行っております。

　しかしながら、新型コロナウイルスの感染拡大による影響は不確実性が高く翌連結会計年

度の当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

（単位：千円）

株　　　　　　　主　　　　　　　資　　　　　　　本

資 本 金

資　本　剰　余　金 利 益 剰 余 金

株主資本

合 計資 本

準 備 金

その他資本

剰 余 金

資 本 剰 余

金 合 計

そ の 他 利

益 剰 余 金
利 益 剰 余

金 合 計
繰 越 利 益

剰 余 金

当 期 首 残 高 3,531,085 1,670,654 388,890 2,059,544 △5,503,744 △5,503,744 86,886

当 期 変 動 額

当 期 純 損 失 － △241,401 △241,401 △241,401

株主資本以外の項

目 の 当 期 変 動 額

( 純 額 )

－ － －

当 期 変 動 額 合 計 － － － － △241,401 △241,401 △241,401

当 期 末 残 高 3,531,085 1,670,654 388,890 2,059,544 △5,745,146 △5,745,146 △154,515

評 価 ・ 換 算 差 額 等

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計
そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算

差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 277 277 112,148 199,312

当 期 変 動 額

当 期 純 損 失 － △241,401

株主資本以外の項

目 の 当 期 変 動 額

( 純 額 )

△84 △84 △2,129 △2,214

当 期 変 動 額 合 計 △84 △84 △2,129 △243,615

当 期 末 残 高 192 192 110,018 △44,303

株主資本等変動計算書

（記載金額は、千円未満を切り捨てて記載しております。）
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個別注記表

１．継続企業の前提に関する注記
　当社は、前事業年度において営業損失210,939千円及び当期純損失184,132千円を計上して

おります。また、当事業年度において売上高が前事業年度に比べて29.1％増加し72,250千円

となったものの、営業損失172,158千円及び当期純損失241,401千円を計上しております。現

在の低迷した売上状況が継続すれば営業損失が継続し資金繰りに懸念が生じる可能性があり

ます。当該状況等により継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存

在しております。

　当社及び連結子会社（以下、「当社グループ」という。）は、当該状況を早期に解消又は

改善すべく、以下の対応策を実施してまいります。

　まず、スマートフォンアプリ事業において、連結子会社Gala Lab Corp.が開発したスマー

トフォンゲームアプリ「Rappelz（ラペルズモバイル）」について、主にゲームのクオリテ

ィの向上や機能強化のために開発期間が長期化し、リリースが遅延したものの、2021年10月

にアメリカ・カナダでのサービス提供を開始いたしました。現在、「Rappelz（ラペルズモ

バイル）」にブロックチェーン技術を組み合わせてNFTゲーム/ブロックチェーンゲームとし

てグローバルエリアにおけるリリースに向けて準備を進めております。NFTゲーム/ブロック

チェーンゲームは、ゲーム内のアイテム等が暗号資産基盤技術であるブロックチェーンによ

り「NFT化」され、ユーザーがゲーム内で得たアイテム等を暗号資産に変えて取引所等で売

買が可能となります。これにより、ゲームの魅力をより高め、スマートフォンアプリ事業の

収益化に向けて注力してまいります。サービス開始予定は、アメリカでの再リリースが2023

年３月期第２四半期、EU、韓国が2023年３月期第３四半期を予定しております。

　次に、オンラインゲーム事業において、「Flyff Online（フリフオンライン）」及び

「Rappelz Online（ラペルズオンライン）」については他社プラットフォームでプレイが可

能となるチャネリング展開を進めております。また、「Flyff Online（フリフオンライ

ン）」をベースに、ダウンロード不要でPC及びスマートフォンでのプレイが可能なHTML5ゲ

ームの要素とブロックチェーン技術によるNFTゲーム/ブロックチェーンゲームの要素を組み

合わせた「Flyff Universe（フリフユニバース）」のリリースを予定しております。さら

に、メタバースプロジェクトとしてブロックチェーンベースのメタバースプラットフォーム

内で提供するゲーム「Flyff World for Metaverse」及び「Rappelz World for Metaverse」

の早期開発を目指します。これらにより、ゲームの提供先を増やし、オンラインゲーム事業

の安定的な収益化に向けて注力してまいります。

　続いて、ゲーム事業以外の新たな収益基盤を構築するため、ブロックチェーン関連事業、

クラウド関連事業及びツリーハウスリゾート事業を新規事業として進めてまいります。

　ブロックチェーン関連事業は、ブロックチェーンベースのメタバースプラットフォーム

（メタバースの三次元仮想空間）において、様々なコミュニティやゲーム等のコンテンツを

提供してまいります。クラウド関連事業は、2019年５月に業務提携した韓国のクラウド事業

会社Megazone Cloud Corporationの日本展開に関して日本国内の営業サポート業務、運営サ

ポート業務、採用及び人事管理サポート業務、イベントサポート業務を行ってまいります。

また、ツリーハウスリゾート事業は、連結子会社㈱ツリーフルが沖縄県名護市で行っている

ツリーハウス及び地上の建築物であるエアロハウスを１つのセットにして宿泊者に提供する

事業であり、今後、ツリーハウス及びエアロハウスの追加建設により宿泊施設を増やしてま

いります。これらにより新たな収益基盤の確保に注力してまいります。

　資金繰りにつきましては、2022年５月13日開催の当社取締役会において、第三者割当によ

る新株式の発行及び第７回新株予約権の発行を決議いたしました。当該第三者割当による新

株式の発行により180,025千円、第７回新株予約権の行使により550,012千円を調達する予定
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市場価格のない株式等

以外のもの

時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

有形固定資産 定率法

無形固定資産 定額法

貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

関係会社事業損失引当金 関係会社の事業の損失に備えるため、関係会社に対

する出資金及び貸付金等債権を超えて当社が負担す

ることとなる損失見込額を計上しております。

であります。

　以上の施策を実施するとともに、今後も引続き有効と考えられる施策については、積極的

に実施してまいります。

　しかしながら、これらの改善策を実施してもなお、今後の売上高及び利益の回復は、ゲー

ム事業の開発の進捗状況、新規事業の進捗状況、市場環境の変化等に左右されること、ま

た、新株予約権による調達について行使が確約されているものではないことから、現時点で

は継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

　なお、当社の計算書類及びその附属明細書は継続企業を前提として作成しており、継続企

業の前提に関する重要な不確実性の影響を計算書類及びその附属明細書に反映しておりませ

ん。

２．重要な会計方針
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式　　　　　　　　移動平均法による原価法

②　その他有価証券

(2) 固定資産の減価償却の方法

(3) 引当金の計上基準

(4) 収益及び費用の計上基準

　当社は、以下の５つのステップに基づき、収益を認識しております。

　ステップ１：顧客との契約を識別する

　ステップ２：契約における履行義務を識別する

　ステップ３：取引価格を算定する

　ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する

　ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する

　当社と顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び

当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりでありま

す。

① スマートフォンアプリ事業におけるユーザー売上

　スマートフォンアプリ事業において、当社は、ユーザーに対してゲーム内有償コンテン

ツ又はゲーム内通貨の購入の対価として、ゲーム内有償コンテンツ又はゲーム内通貨を使

用するためのライセンスを供与することを履行義務として識別しており、ユーザーがゲー
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ム内有償コンテンツ又はゲーム内通貨を購入した時点で収益を認識しております。

② スマートフォンアプリ事業におけるライセンス売上

　スマートフォンアプリ事業において、当社は、ライセンスを移転する約束の対価とし

て、ゲーム提供会社である顧客にパブリッシング権（ライセンス）を供与することを履行

義務として識別しており、ライセンスを移転する約束は、一定の期間にわたり履行義務が

充足されると判断し、ライセンス料は、契約期間で按分して収益を認識しております。

③ スマートフォンアプリ事業におけるロイヤルティ売上

　スマートフォンアプリ事業において、当社は、ロイヤルティ（最低保証料を含む）に係

る約束の対価として、ゲーム提供会社である顧客にパブリッシング権（ライセンス）を供

与することを履行義務として識別して、ロイヤルティ（最低保証料を含む）は、ロイヤル

ティの計算基礎となる顧客の売上高に基づいて収益を認識しております。

(5) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。

(6) 連結納税制度の適用

当社及び国内子会社１社は連結納税制度を適用しております。

(7) 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

　当社は、翌事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行することとなりま

す。ただし、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和２年法律第８号)において創設され

たグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直

しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果

会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号　2020年３月31日）第３項の取扱いによ

り、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2018年２月

16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税

法の規定に基づいております。

　なお、翌事業年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及び地方

法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適用す

る場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号  2021年８月12日）を適

用する予定であります。

３．会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会

計基準」という。）等を、当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧

客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識す

ることといたしました。ただし、収益認識会計基準等の適用対象である取引は、一時点で収益

を認識するもの及び一定の期間にわたり収益を認識するものであるため、従前の収益認識の方

法から変更はなく、収益認識会計基準等の適用による当事業年度の計算書類に与える影響はあ

りません。
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（単位：千円）

当事業年度

関係会社株式 162,934

関係会社長期貸付金 495,000

貸倒引当金（※1） △495,000

社債償還益 97,598

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下、「時価算

定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び、

「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-2項に定める経

過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用

することといたしました。なお、計算書類に与える影響はありません。

４．会計上の見積りに関する注記
子会社投融資の評価

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

（※1）関係会社長期貸付金に係る貸倒引当金であり、関係会社長期貸付金の全額につい

て貸倒引当金を計上しております。

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

　社債償還益については、投資有価証券（子会社が発行した転換社債）について、過年度

に減損処理を行っておりましたが、当事業年度に当該転換社債が償還されたため、簿価

（備忘価額１円）と償還額との差額を社債償還益として計上しております。

　関係会社株式については、子会社株式の実質価額を算定し、減損の要否を判定しており

ます。帳簿価額と実質価額を比較し、実質価額が著しく下落（50％程度以上の下落）した

場合に、減損処理を行い、実質価額まで評価減を行いますが、当事業年度においては、減

損不要と判定しております。なお、債務超過の子会社については、過年度に減損処理を行

っており備忘価額１円で計上しております。

　関係会社長期貸付金については、貸付金額で計上しております。但し、貸付先の子会社

が債務超過であるため、貸付金額と同額の貸倒引当金を計上しております。当事業年度に

おいて子会社に対する長期貸付金の貸付214千円を行ったことにより貸倒引当金繰入額214

千円を計上しております。また、一部の子会社に対する長期貸付金について当該貸付金を

現物出資により株式に交換（デット・エクイティ・スワップ）したことにより貸倒引当金

101,509千円を取崩しております。

②当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

　関係会社株式については、子会社の１株当たりの期末純資産額に当社の持株数を乗じた

金額を当該子会社の実質価額であると仮定し、関係会社株式を評価しております。

　関係会社長期貸付金については、貸付先の子会社が債務超過であるため、全額回収不能

との仮定により関係会社長期貸付金の全額について貸倒引当金を計上しております。

③当事業年度の翌事業年度の計算書類に与える影響

　子会社の１株当たりの期末純資産額に当社の持株数を乗じることにより計上されている
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（単位：千円）

当事業年度

関係会社事業損失引当金 286,032

関係会社事業損失引当金繰入額 180,769

① 短期金銭債権 323,185千円

② 短期金銭債務 3,680千円

① 売上高 26,789千円

② 売上原価 24,000千円

③ 販売費及び一般管理費 17,308千円

④ 営業外収益 6,157千円

関係会社株式については、翌事業年度以降に当該子会社の期末純資産が減少した場合は、

追加の関係会社株式評価損が計上される場合があります。

　関係会社長期貸付金については、翌事業年度以降に関係会社長期貸付金が返済された場

合は、貸倒引当金戻入額が計上されます。

関係会社事業損失引当金の会計上の見積り

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

　関係会社事業損失引当金については、債務超過の子会社の親会社負担見込額について、

関係会社事業損失引当金を計上しております。親会社負担見込額は、子会社の債務超過額

に関係会社長期貸付金に対する貸倒引当金のように当社が既に評価減を行っている項目の

金額を調整して算定しております。

②当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

　株式会社の株主は、株主有限責任の原則により出資額を限度とする責任を負えばよいこ

ととされておりますが、親会社は子会社の債権者に対して、経営責任や信用保持のための

経営判断等から当該子会社の債務の肩代わり等を行う可能性も高いため、子会社の債務超

過額について、親会社が負担することになるとの仮定により関係会社事業損失引当金の算

定を行っております。

③当事業年度の翌事業年度の計算書類に与える影響

　債務超過の子会社の親会社負担見込額が増減する場合、関係会社事業損失引当金の追加

計上又は戻入が生じます。

５．貸借対照表に関する注記
関係会社に対する金銭債権債務

６．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

７．株主資本等変動計算書に関する注記
　該当事項はありません。
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(1) 子会社等 （単位：千円）

種類 会 社 等 の 名 称
議決権等の所有
(被所有)割合

関 連 当 事 者
と の 関 係

取 引 の 内 容 取引金額 科　目 期末残高

子会社 ㈱ガーラジャパン
所有
直接100％

グループ
経営管理

管理業務受託
( 注 １ )

3,720 売 掛 金 30,562

ウェブ関連知的
財産権利用料
( 注 １ )

180 未 収 入 金 102,247

金銭貸付
資 金 の 貸 付
( 注 ２ )

－
関 係 会 社
長期貸付金

495,000

子会社
Gala Lab
Corp.

所有
直接58.9％
 　[41.1％]
（注３）

グループ
経営管理

ゲーム・キャラ
クター知的財産
権 利 用 料
( 注 １ )

13,396 売 掛 金 189,177

ゲームアプリ利
用 料 ( 注 １ )

－ 前 渡 金 64,590

転換社債型新株
予約権付社債の
償還

社 債 の 償 還 97,598 － －

利 息 の 受 取
( 注 ２ )

5,977 － －

子会社 ㈱ツリーフル

所有
直接8.7％
　[81.8％]
（注３）

グループ
経営管理

管理業務受託
( 注 １ )

9,673 売 掛 金 919

８．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別内訳

　繰延税金資産の発生の主な原因は、関係会社株式評価損、繰越欠損金及び貸倒引当金等で

あり、繰延税金資産と同額の評価性引当額を控除しております。繰延税金負債の発生の主な

原因は、その他有価証券評価差額金であります。

９．リースにより使用する固定資産に関する注記
　該当事項はありません。

10．関連当事者との取引に関する注記

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．市場価格を勘案して毎期価格交渉の上、取引条件を決定しております。

２．市場金利を勘案して、取引条件を決定しております。

３．「議決権等の所有(被所有)割合」の欄の[　]内は、緊密な者又は同意している者の

所有割合を外数で記載しております。

４．子会社への貸倒懸念債権に対し、816,987千円の貸倒引当金を計上しております。

また、当事業年度において59,941千円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

５．関係会社の事業の損失に備えるため、286,032千円の関係会社事業損失引当金を計

上しております。また、当事業年度において180,769千円の関係会社事業損失引当

金繰入額を計上しております。
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(1) １株当たり純資産額 △8円10銭

(2) １株当たり当期純損失（△） △12円66銭

当期純損失（△） △241,401千円

普通株主に帰属しない金額 －

普通株式に係る当期純損失（△） △241,401千円

期中平均株式数 19,060,800株

11．収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

① スマートフォンアプリ事業

　スマートフォンアプリ事業において、当社は、ユーザーに対してゲーム内有償コンテン

ツ又はゲーム内通貨の購入の対価として、ゲーム内有償コンテンツ又はゲーム内通貨を使

用するためのライセンスを供与することを履行義務として識別しており、ユーザーがゲー

ム内有償コンテンツ又はゲーム内通貨を購入した時点で収益を認識しております。これ

は、ユーザーがゲーム内有償コンテンツ又はゲーム内通貨を購入した時点で当社グループ

はユーザーに対してライセンス（購入の対価としてのプログラムを使用できる権利）を供

与することにより履行義務が充足されるためであります。

　当社は、ライセンスを移転する約束の対価として、ゲーム提供会社である顧客にパブリ

ッシング権（ライセンス）を供与することを履行義務として識別しており、ライセンスを

移転する約束は、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、ライセンス料は、

契約期間で按分して収益を認識しております。これは、当該約束の性質は、ライセンス契

約期間を通じて当社グループが適宜ゲームのバージョンアップ等を行うことにより知的財

産へのアクセス権を最新の状態で顧客に提供することであり、ライセンスを移転する約束

は、一定の期間（契約期間）にわたり充足される履行義務であると判断したためでありま

す。

　また、当社は、ロイヤルティ（最低保証料を含む）に係る約束の対価として、ゲーム提

供会社である顧客にパブリッシング権（ライセンス）を供与することを履行義務として識

別しており、ロイヤルティ（最低保証料を含む）は、ロイヤルティの計算基礎となる顧客

の売上高に基づいて収益を認識しております。これは、ロイヤルティ（最低保証料を含

む）は、パブリッシング権の対価であり、知的財産のライセンス供与に対して受け取る売

上高に基づくロイヤルティが知的財産のライセンスのみに関連しており、履行義務の完全

な充足に向けての進捗度を適切に描写する方法として、ロイヤルティの計算基礎となる顧

客の売上高による方法が適切であると判断したためであります。

　なお、取引の対価は契約時又は契約から１年以内に受領しており、重要な金融要素は含

まれておりません。

12．１株当たり情報に関する注記

　１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

－ 27 －



13．重要な後発事象に関する注記
　当社は2022年５月13日開催の当社取締役会において、第三者割当による新株式の発行及び

第７回新株予約権の発行を決議いたしました。詳細につきましては、「連結注記表　10．重

要な後発事象に関する注記」をご参照ください。

14．その他の注記
（新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う会計上の見積りについて）

　固定資産の減損や繰延税金資産の回収可能性等の判定・評価にあたり、当社のスマートフ

ォンアプリ事業における新型コロナウイルスの感染拡大に伴う影響については、依然として

不確実性が高く、将来事業計画等の見積数値に反映させることが難しい要素がありますが、

新型コロナウイルスの感染拡大に伴う影響が少なくとも2023年３月まで続くものと仮定し、

期末時点で入手可能な情報に基づき会計上の見積りを行っております。

　しかしながら、新型コロナウイルスの感染拡大による影響は不確実性が高く翌事業年度の

当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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